
道産飼料移出推進事業補助金交付要綱 
 

制  定 令和７年６月25日付け畜産第738号農政部長通知 

 

（趣旨） 

第１条 道産飼料の道外への移出に向け、飼料販売業者等によるモデル的な輸送や

販売の取組を支援することにより、道産飼料の販売を通じた生産者の所得の確保

や広域的な流通体制の構築を図る。 

 

（通則） 

第２条 道産飼料移出推進事業補助金（以下「補助金」という。）の交付については、

新しい地方経済・生活環境創生交付金制度要綱（令和７年１月31日付け府地創第

22号及び府地事第41号内閣府事務次官通知、６農振第2322号農林水産事務次官通

知、20250121財経第１号経済産業事務次官通知、国総政第45号国土交通事務次官

通知、環政総発第2501303号環境事務次官通知）、新しい地方経済・生活環境創生

交付金（第２世代交付金）交付要綱（インフラ整備事業を除く。）（令和７年３月

６日付け府地創第38号及び府地事第67号内閣府事務次官通知）及び北海道補助金

等交付規則（昭和47年北海道規則第34号。以下「規則」という。）に定めるものの

ほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

（１）道産飼料 

牧草、サイレージ用とうもろこし、子実用とうもろこし及びこれらの飼料作

物を原料とする混合飼料（ＴＭＲ飼料を含む。）であって、道内において当該年

度又は前年度に生産されたものをいう。 

（２）飼料製造業者 

飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和28年法律第35号。以

下「飼料安全法」という。）第50条第１項の届出を行った業者であって、道内に

事業所を有し、道産飼料の生産又は販売を行う者をいう。 

（３）飼料販売業者 

飼料安全法第50条第２項の届出を行った業者であって、道内に事業所を有し、

道産飼料の販売を行う者をいう。 

 

（事業実施主体） 

第４条 この事業の事業実施主体は、次の各号に掲げる者とし、別紙１に定める基

準に基づいて選定した者とする。 

（１）飼料製造業者 

（２）飼料販売業者 

（３）次に掲げる全ての要件を満たす協議会 

ア 飼料製造業者又は飼料販売業者を構成員に含むこと。 



イ 事業の事務手続を適正かつ効果的に行うため協議会の代表者及び意思決定

の方法、事務・会計の処理方法及びその責任者、財産管理の方法、公印の管

理・使用及びその責任者、内部監査の方法等を明確にした協議会の運営等に

かかる規約（以下「協議会規約」という。）が定められていること。 

ウ 協議会規約において、一の手続につき複数の者が関与するなど事務手続に

係る不正を未然に防止する仕組みが設けられており、かつ、その執行体制が

整備されていること。 

（４）知事が特に認めた者 

 

（事業の内容等） 

第５条 本事業において実施する事業は次の各号に掲げるものとする。 

（１）モデル輸送 

道産飼料を船舶やトレーラー等で輸送する際のコストや配送期間など、道外

移出における課題の洗い出し、解決方法の検討のほか、品質表示を行った飼料

の販売などについて実証を行う。 

（２）取組報告書の作成 

前号により実証した内容を報告書として作成する。 

 

（事業実施要件） 

第６条 事業実施主体は、事業の実施に当たって次の各号の要件を満たすものとす

る。 

（１）事業実施主体は、前条各号の取組に加えて、成果の普及に関して道が開催す

る報告会で実証成果の報告を行うものとする。 

（２）事業実施主体は、前条第１号のモデル輸送においては、年産や収穫時期など

性質の異なる飼料を異なる時期に輸送するものとする。 

（３）事業実施主体は、道外へ道産飼料を販売するに当たり、飼料の成分分析を行

い、別紙２に定める表示を行うものとする。 

 

（補助対象経費等） 

第７条 補助対象経費は、別紙３で定める経費とし、補助率は、同表に定める率と

する。 

２ 補助金の交付額は、別紙３で定める補助対象経費の実支出額に同表に定める補

助率を乗じて得た額とし、その上限は同表で定める額とし、円未満の端数は切り

捨てるものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第８条 事業実施主体は、補助金の交付を申請しようとするときは、知事に対し、

規則第３条の規定に基づき行う告示の定めるところにより、農政第１号様式（昭

和49年北海道告示第809号に定める様式をいう。以下「農政第〇号様式」において

同じ。）による補助金等交付申請書に、次に掲げる書類を添付して行うものとする。 

（１）農政第２号様式 事業計画書 

（２）別記第１号様式 道産飼料移出推進事業実施計画書 

（３）農政第14号様式 補助金等交付申請額算出調書 



（４）農政第18号様式 経費の配分調書 

（５）農政第20号様式 事業予算書 

（６）農政第32号様式 資金収支計画書 

（７）その他知事が必要と認める書類等 

２ 前項の申請に当たっては、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象

経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法（昭和63年法律第108

号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に

地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との

合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなけ

ればならない。ただし、申請時において当該消費税等仕入控除税額が明らかでな

いものについては、この限りではない。 

３ 前項ただし書の場合にあっては、次のとおりとする。 

（１）事業実施主体は、補助事業等実績報告書の提出に当たって、当該補助金に係

る消費税等仕入控除税額が明らかになった場合には、これを減額して報告しな

ければならない。 

（２）補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の確定申告によ

り、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、別記第２号

様式によりその金額（実績報告において、前号により減額した場合にあっては、

その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、

当該金額を返還しなければならない。 

また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又は

ない場合であっても、その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年

６月30日までに知事に報告するとともに、補助金に係る消費税等仕入控除税額

の確定後は速やかに知事に報告し、当該金額を返還しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第９条 知事は、前条第１項の規定による補助金の交付の申請があったときは、補

助金交付申請書等を審査し、適正と認めるときは速やかに補助金の交付決定を行

い、別記第３号様式により事業実施主体に通知するものとする。 

２ 知事は、前条第１項の規定による補助金の交付の申請について、補助金の交付

をしないことを決定したときも、その旨を別記第４号様式により申請者に通知す

るものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第10条 事業実施主体は、前条第１項の規定による通知を受けた場合において、当

該通知に係る補助金の交付の決定又はこれに付された条件に対して不服があると

きは、当該通知を受理した日から10日以内に農政第22号様式の補助金等交付申請

取下書により、申請の取下げをすることができる。 

 

（補助事業の中止等） 

第11条 第９条第１項の規定による通知を受けた事業実施主体は、同項の規定によ

る補助金の交付の決定があった事業（以下「補助事業」という。）を中止又は廃止

しようとするときは、あらかじめ、農政第23号様式の補助事業等中止（廃止）承



認申請書により知事の承認を受けなければならない。 

 

（事業遅延の報告） 

第12条 事業実施主体は、補助事業を予定の期間内に完了することができないと見

込まれるとき又は補助事業の遂行が困難となったときは、農政第24号様式の補助

事業等執行遅延（不能）報告書により速やかに知事に報告し、その指示を受けな

ければならない。 

 

（補助事業の内容の変更） 

第13条 事業実施主体は、補助事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ、

農政第21号様式の補助事業等変更承認申請書により知事の承認を受けなければな

らない。ただし、補助事業の目的に変更をきたさない場合で、その事業費につい

て、30パーセント以内の減額の場合は、この限りでない。 

 

（補助事業の遂行状況の報告） 

第14条 知事は、補助事業の円滑適正な執行を図るため必要があると認めるときは、

事業実施主体に対して当該補助事業の遂行に関し、別記第５号様式の事業遂行状

況報告書により報告を求め、又は職員に調査させることができる。 

 

（補助事業の遂行等の命令） 

第15条 知事は、事業実施主体が提出する報告等により、その者の補助事業が補助

金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認める

ときは、別記第６号様式によりその者に対し、これらに従って当該補助事業を遂

行すべきことを命ずることができる。 

 

（実績報告） 

第16条 事業実施主体は、補助事業の完了の日若しくは第11条の中止等の承認を受

けた日から30日以内又は２月末日までのうち、いずれか早い日までに、農政第28

号様式の補助事業等実績報告書に、次の書類を添付して、知事に提出しなければ

ならない。補助金の交付の決定に係る道の会計年度が終了した場合も、また同様

とする。 

なお、道の会計年度が終了したときに行う実績報告書には、併せて別記第５号

様式の事業遂行状況報告書を添付するものとする。 

（１）農政第２号様式 事業実績書 

（２）別記第１号様式 道産飼料移出推進事業実施実績書 

（３）農政第29号様式 補助金等精算書 

（４）農政第31号様式 事業精算書 

（５）その他知事が別に指示する書類 

 

（帳簿及び書類の備付け） 

第17条 事業実施主体は、当該補助事業等に関する帳簿及び書類を備え、補助事業

に要した経費とそれ以外の経費とを区別することができるよう整理し、補助事業

の完了日の属する会計年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 



 

（補助金の額の確定及び通知） 

第18条 知事は、第16条の規定による補助事業等実績報告書の提出を受けたときは、

これを審査し、その報告に係る補助事業の実施結果が交付の決定の内容及びこれ

に付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、当該

報告を受けた日から20日以内に別記第７号様式により事業実施主体に通知するも

のとする。 

 

（補助金の交付） 

第19条 補助金は、前条の規定により補助金の額を確定したのち、交付するものと

する。ただし、必要があると認められる経費については、概算払をすることがで

きる。 

２ 事業実施主体は、前項ただし書の規定により補助金の概算払を受けようとする

ときは、農政第25号様式の補助金等概算払申請書に最新の資金収支計画書を添付

して知事に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第20条 知事は、事業実施主体が補助金の交付決定の内容若しくはこれに付した条

件又はこの要綱に違反したときは、補助金の交付の全部又は一部を取り消すこと

ができる。 

２ 知事は、前項の規定による補助決定の取消しを行った場合において、補助事業

の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定

めて、その返還を命ずるものとする。 

 取消しに係る部分の返還金なし 取消しに係る部分の返還金あり 

全部の取消し 別記第８－１号様式 別記第８－２号様式 

一部の取消し 別記第８－３号様式 額の確定前 別記第８－４号様式 

額の確定後 別記第８－５号様式 

 

（特例措置） 

第21条 補助対象事業の着手は、原則として、第９条第１項に定める補助金の交付

の決定の通知を受けて行うものとするが、地域の実情に応じて事業の効果的な実

施を図る上で、緊急、かつ、やむを得ない事情により、補助金の交付の決定の通

知前に着手する必要がある場合には、事業実施主体は、その理由を明記した別記

第９号様式の交付決定前着手届を提出するものとする。 

 

（その他） 

第22条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項については

別に定める。 

 

附則 

この要綱は、令和７年６月25日から施行する。 

  



別紙１ 

審査基準 

 審査項目 審査の観点 審査基準 
評
価
項 

事業実施主体
の適格性 

① 飼料安全法に基づく届出業
者である。（協議会の場合は、
構成員に業者を含むこと） 

○ 満たしている 
× 満たしていない 

（不採択） 
目  ② 事業の実施に必要な人員・体

制を有している。 
協議会の場合には、構成員の

役割分担や連携体制が適切な
ものとなっている。 

○ 満たしている 
× 満たしていない 

（不採択） 

  ③ 過去３ヵ年に、飼料安全法そ
の他の関係法令の違反、コンプ
ライアンス違反や事故などの
事案を発生させていない。 

○ 満たしている 
× 満たしていない 

（不採択） 

 事業実施計画
の妥当性と実
現性 

④ 移出する飼料を安定的に調
達できる。（直近５ヵ年の調達
実績の有無） 

５点：特に優れている 
４点：優れている 
３点：普通 
２点：やや劣る 
１点：劣る 

  ⑤ 移出する飼料の量や調達価
格・販売価格が、継続的な取引
を見据えた合理的な設定とな
っている。 

５点：特に優れている 
４点：優れている 
３点：普通 
２点：やや劣る 
１点：劣る 

  ⑥ 申請する経費が、本事業の要
件に合致している。 
申請額が事業計画の内容や

規模に鑑みて適切な積算とな
っている。 

５点：特に優れている 
４点：優れている 
３点：普通 
２点：やや劣る 
１点：劣る 

加
算
項
目 

品質表示の推
進 

⑦ 令和５年度補正予算による
国産飼料広域供給対策に参画
し、飼料の調達時や販売時に、
飼料成分や産地情報などの品
質表示を行っている。 

３点：事業に参画し、品質表
示のある飼料の調達
や販売を実施 

１点：品質表示を実施 
０点：実施していない 

 環境負荷低減
の取組 

⑧ 事業実施主体において、「環
境負荷低減のクロスコンプラ
イアンスチェックシート」によ
る点検を行っている。 

３点：実施している 
０点：実施していない 

 事業継続計画
等の取組の推
進 

⑨ 事業実施主体において、中小
企業等経営強化法に基づく事
業継続力強化計画等の認定を
受けている、又は、自主的に事
業継続計画（ＢＣＰ）を策定し
ている。 

３点：事業継続力強化計画等
の認定事業者である 

１点：自主的に事業継続計画
（ＢＣＰ）を策定して
いる 

０点：策定していない 

  



別紙２ 

品質表示項目 

 

１ 必須表示事項 

生産に関する情報 成分に関する情報 

販売者名 

販売者の連絡先 

生産地 

飼料の年産・種類 

収穫年月日 

水分 

ＴＤＮ（可消化養分総量） 

ＣＰ （粗タンパク質） 

ＥＥ （粗脂肪） 

ＮＦＥ（可溶無窒素物） 

ＣＦ （粗繊維） 

ＣＡ （粗灰分） 

※成分に関しては、同等の項目の表示で替えることも可能とする。 

 

２ 任意表示項目 

 乾草等 
サイレージ、ヘイレージ、 

子実用とうもろこし等 

栽培管理情報 播種年月日 

施肥年月日 

除草剤の名称と散布年月日 

殺菌剤の名称と散布年月日 

播種年月日 

施肥年月日 

除草剤の名称、散布年月日 

殺菌剤の名称、散布年月日 

収穫調製情報 ほ場の状態 

収穫体系 

刈取ステージ 

番草 

刈取高 

飼料の大きさ・形状・重量 

雑草の発生程度 

病害虫の被害程度 

倒伏等の被害程度 

ほ場の状態 

収穫体系 

刈取ステージ 

番草 

刈取高 

飼料の大きさ・形状・重量 

フィルムの巻数 

添加剤の有無及び名称 

雑草の発生程度 

病害虫の被害程度 

倒伏等の被害程度 

成分等表示 硝酸態窒素 ｐＨ 

Ｖスコア 

βカロテン 

硝酸態窒素 

カビの発生 

その他 取引先からの求めに応じ、必要

な項目 

取引先からの求めに応じ、必要

な項目 

  



別紙３ 

 

補助対象経費 補助率 補助上限額 

１ モデル輸送支援 

（１）体制構築 

ア 道産飼料生産者との連絡調整、指導・助言に要する

経費 

イ 道外産地との連絡調整に要する経費 

ウ 輸送業者、保管業者等との連絡調整に要する経費 

エ 品質表示のための飼料の成分分析及び品質表示票

の作成に要する経費 

オ その他道産飼料の道外移出に向けた体制構築支援

に必要となる経費（備品等の購入経費を除く。） 

（２）モデル輸送 

ア 道産飼料の一時保管経費 

イ 船舶やトレーラー等の輸送経費 

ウ 保険料（移出する道産飼料に対して直接掛けるもの

に限る。） 

エ その他道産飼料の道外移出に向けた一時保管や輸

送と不可分な経費 

 

２ 取組報告書の作成 

ア 取組成果に係る報告書の作成経費 

イ 報告書の作成に必要な道産飼料生産者、道外産地、

輸送業者、保管業者等との打合せに要する経費 

1/2 

以内 

240万円 

 



別記第１号様式（第８条、第16条関係） 

道産飼料移出推進事業実施計画（実績）書 

 

１ 事業実施主体の概要 

事業実施主体名  

所在地  

代表者氏名  

事務局又は担当者 

（団体・組織名） 

（連絡先） 

 

 

（道産飼料の取扱状況） 

 

 

 

 

※ 注１に従って記載すること。 

 

２ 実施体制 

 

 

 

 

 

※ 注２に従って記載すること。 

 

３ 実証の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 注３に従って記載すること。 

  



４ 輸送内容 

時期 輸送手段 輸送する飼料 重量 輸送先 

     

     

     

     

     

※ 注４に従って記載すること。（必要に応じて別紙や地図の添付も可） 

 

 

５ その他事項 

（１）事業実施主体又は協議会の構成員に含まれる飼料製造業者、飼料販売業者が

飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律に基づく届出業者である場

合には、チェックを入れる。 

（チェック欄：□） 

 

（２）過去３ヵ年に、飼料安全法その他の関係法令の違反、コンプライアンス違反

や事故などの事案を発生させていない場合には、チェックを入れる。 

（チェック欄：□） 

 

（３）国産飼料広域供給対策（※）に参画し、飼料の調達時や販売時に、飼料成分

や産地情報などの品質表示を行った場合には、チェックを入れる。 

※ 飼料自給率向上緊急対策事業のうち国産飼料広域供給対策 

（チェック欄：□） 

 

（４）事業実施主体（協議会の場合は全ての構成員）において、「補助事業及び物

品・役務の調達（委託事業を含む）における環境負荷低減のクロスコンプライ

アンスの試行実施について」（令和６年12月20日付け６環バ第278号農林水産省

大臣官房環境バイオマス政策課長通知）に基づき、民間事業者・自治体等向け

チェックシートに記載された全ての項目について、事業実施年度に実施する場

合には、チェックを入れる。（当該チェックシートを提出すること） 

（チェック欄：□） 

 

（５）中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）に基づく計画（※）の認定を

受けている、又は、自主的に事業継続計画（ＢＣＰ）を策定している場合には、

チェックを入れる。（認定を受けた計画等を提出すること） 

※事業継続力強化計画、社外高度人材活用新事業分野開拓計画、経営革新計画、

経営力向上計画 

（チェック欄：□）  



 

６ 事業費 

（単位：円） 

区 分 経費の内容 事業費 
負担区分 

備考 
道補助金 その他 

１ モデル輸送支援      

（１）体制構築      

  ア 道産飼料生産者との

連絡調整、指導・助言に

要する経費 

     

  イ 道外産地との連絡調

整に要する経費 

     

  ウ 輸送業者、保管業者等

との連絡調整に要する

経費 

     

  エ 品質表示のための飼

料の成分分析及び品質

表示票の作成に要する

経費 

     

  オ その他道産飼料の道

外移出に向けた体制構

築支援に必要となる経

費（備品等の購入経費を

除く。） 

     

（２）モデル輸送      

  ア 道産飼料の一時保管

経費 

     

  イ 船舶やトレーラー等

の輸送経費 

     

  ウ 保険料（移出する道産

飼料に対して直接掛け

るものに限る。） 

     

  エ その他道産飼料の道

外移出に向けた一時保

管や輸送と不可分な経

費 

     

２ 取組報告書の作成      

  ア 取組成果に係る報告

書の作成経費 

     

  イ 報告書の作成に必要

な道産飼料生産者、道外

産地、輸送業者、保管業

者等との打合せに要す

る経費 

     

合 計      

※ 注５に従って記載すること。 

  



※注（各項目共通） 

様式に収まらない場合や、既存の資料を提出したい場合などは、必要に応じて、

別紙を添付することも可。（その場合、「別紙のとおり」と記載） 

 

※注１ 

直近５年間の道産飼料の調達と販売状況を記載すること。 

 

※注２ 

本事業の実施に関して、道産飼料生産者への指導・助言、道産飼料の調達、一

時保管や輸送の手配、道外産地との調整、道外産地での飼料の給与結果の聴取、

道との補助金事務、会計など、本事業をどのような体制（業務ごとの担当者、本

事業に従事する人員数、指揮系統等）で行うのかを記載。 

飼料販売業者等の場合は、責任者、担当課・担当者などを明記する。 

協議会の場合は、協議会の構成員が、それぞれどのような役割を担うのかを明

記する。 

 

※注３ 

道産飼料の調達先、調達単価、販売単価、一時保管の有無（一時保管する場合

には保管場所）、飼料分析機関、品質表示の内容、輸送手段・輸送ルート、販売先

となる道外産地、販売する飼料の年産・草種・荷姿、輸送回数・重量、道外産地

から道産飼料の利用結果を聴取する方法など、一連の実証の流れ（予定を含む）

を記載すること。 

 

※注４ 

道産飼料の輸送のスケジュールと内容について記載する。 

いつ、どのような輸送手段で、何を、何トン（総重量だけでなく、何トン×何

台のように輸送の単位を明らかにすること）、どこまで輸送するのか（農家宅、道

外産地の倉庫など）について記載。 

 

※注５ 

・ 「経費の内容」の欄には、具体的な経費の名称に加えて、税込単価と回数（個

数）を記載するなど、「事業費」の計算の基礎を明示すること。 

（例：△△経費、税込3,300円×５回、事業費16,500円、 

補助金7,500円、その他（自己負担＋消費税）9,000円） 

・ 事業費＝道補助金＋その他とすること。（道補助金は上限額に留意） 



別記第２号様式（第８条関係） 

 

年  月  日  

 

北海道知事 様 

 

申請者 住 所                     

氏 名                ㊞    

 

 

補助金に係る消費税等仕入控除税額について 

  年  月  日付け畜産第   号指令で補助金の交付決定を受けた道産飼料

移出推進事業補助金について、同指令条件第  項の規定に基づき、次のとおり報告

します。 

記 

１ 補助金の確定額                  金        円 

 

２ 補助金の確定時における消費税等仕入控除税額    金        円 

 

３ 消費税及び地方消費税の確定申告に伴う補助金に 

係る消費税等仕入控除税額              金        円 

 

４ 要補助金返還相当額（３－２）           金        円 

 

（注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

   なお、補助事業者等が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付す

ること。 

  ・消費税確定申告書の写し（税務署受付済みのもの） 

  ・消費税確定申告書付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し 

  ・３の金額の内訳を記載した書面（別記第２号様式別紙） 

  ・補助事業者等が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する特

定収入割合が５パーセント以下であることを確認できる資料 

 

５ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載 

［                                  ］ 

（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も

記載すること。 

 

６ 当該補助金に係る消費税等仕入控除税額がない場合、その理由を記載 

［                                  ］ 



 

（注）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

なお、補助事業者等が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付す

ること。 

・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合

は所得税）確定申告書の写し（税務署受付済みのもの）及び損益計算書等、売上高を

確認できる資料 

・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定

申告書（簡易課税用）の写し（税務署受付済みのもの） 

・補助事業者等が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する特

定収入割合が５パーセントを超えることを確認できる資料 

 



別記第２号様式別紙 

補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の内訳 

 

補助事業者等             

 

 課税売上割合 95％以上   個別対応方式   一括比例配分方式  課税売上割合 ％ 

 

区 分 
補助対象 

経  費 

①の内訳 ②のうち 

消費税等 

相 当 額 

③の内訳 
仕入控除 

税  額 
補助率等 

補助金に係 

る消費税等 

仕 入 控 除 

税 額 
課税対象 非 課 税 

課税売上 

対  応 

共通売上 

対  応 

非 課 税 

売上対応 

 ① ②  ③ ④ ⑤  ⑥ ⑧ ⑦×⑧ 

 

 

円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 

 

 

          

 

 

          

 

 

          

 

 

          

計 
 

 

      ⑦ 

 

  

 

注１ 「③の内訳」欄については、課税売上割合が 95％未満の事業者で個別対応方式を採用している場合のみ記載すること。 

 ２ 「仕入控除税額」欄の算出は、次のとおりとする。 

 （１）課税売上高が５億円以下、かつ課税売上割合が 95％以上の事業者の場合 … ③＝⑥ 

 （２）課税売上高が５億円超え、又は課税売上割合が 95％未満の事業者で個別対応方式を採用している場合 … ④＋［⑤×（課税売上割合）］ 

 （３）課税売上高が５億円超え、又は課税売上割合が 95％未満の事業者で一括比例配分方式を採用している場合 … ③×（課税売上割合） 



別記第３号様式（第９条関係） 

 

畜産第    号指令 

 

（補助事業者） 

 

令和 年 月 日付けで申請のあった道産飼料移出推進事業については、申請内容

のとおり承認し、補助事業の成果を成し遂げたときは、金    円を補助します。

ただし、次の事項を守らなければなりません。 

 

令和 年 月 日 

 

北海道知事 印  

 

 

１ この補助金の交付の対象となる補助事業の名称、経費、補助金の額及び完了期限

は、次のとおりです。 

 

補助事業名 補助対象経費 補助金の額 完了期限 

道産飼料移出

推進事業 

     円      円 年 月 日 

 

２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179号）、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255

号）、内閣府における補助金等に係る財産処分の承認手続等について（平成 20 年

府会第 393号）、新しい地方経済・生活環境創生交付金制度要綱（令和７年１月31

日付け府地創第22号及び府地事第41号内閣府事務次官通知、６農振第2322号農林水

産事務次官通知、20250121財経第１号経済産業事務次官通知、国総政第45号国土交

通事務次官通知、環政総発第2501303号環境事務次官通知）、新しい地方経済・生活

環境創生交付金（第２世代交付金）交付要綱（インフラ整備事業を除く。）（令和７

年３月６日付け府地創第38号及び府地事第67号内閣府事務次官通知）、北海道補助

金等交付規則（昭和47年北海道規則第34号）、道産飼料移出推進事業補助金交付要

綱（令和７年６月25日畜産第738号農政部長通知。以下「要綱」という。）及びこの

決定の通知に従い、善良な管理者の注意をもって補助事業を遂行し、その成果を成

し遂げなければなりません。 

３ 補助事業の内容を変更するときは、知事の承認を受けなければなりません。ただ

し、補助事業の目的に変更をきたさない場合で、その事業費について、30パーセン

ト以内の減額については、この限りではありません。 

４ 補助事業の執行を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、知事の承



認を受けなければなりません。 

５ 補助事業が期限までに完了しないとき又は補助事業の遂行が困難となったとき

は、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければなりません。 

６ 補助事業の遂行の状況に関し、報告を求められたときは、指示された日までに状

況報告書を知事に提出し、また、道の職員による調査を受けたときは、調査に協力

し、その指示に従わなければなりません。 

７ この補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って補助事業を遂行

すべきことを命ぜられたときは、その命令に従わなければなりません。 

８ 前項の命令に違反したときは、当該補助事業の遂行を一時停止し、並びに当該補

助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置を指示す

る期日までにとるべきことを命じます。 

９ この補助金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたとき

は、この決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに

付した条件を変更することがあります。 

10 補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、当該補助事業の

完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から30日以内又は２月末日までのうち、い

ずれか早い日までに、補助事業等実績報告書を知事に提出しなければなりません。

会計年度が終了した場合も、同様とします。 

11 補助事業等実績報告書の提出に当たって、この補助金に係る消費税等仕入控除税

額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法（昭和63

年法律第108号）に規定にする仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額

と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて

得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、

その金額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告しなければなりま

せん。 

12 補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の確定申告により

この補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、要綱別記第２号様式

により、その金額（実績報告において、前項により減額した場合にあっては、その

金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告するとともに、当該金

額を返還しなければなりません。 

また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない

場合であっても、その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６月30日

までに、知事に報告するとともに、補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定後は

速やかに知事に報告し、当該金額を返還しなければなりません。 

13 この補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に実績報告に係る補助事

業の成果が適合しないときは、当該補助事業につき、これを適合させるための措置

をとるべきことを命じます。 

14 補助事業に関する帳簿及び書類を備え、この補助事業に要した経費とそれ以外の

経費とを区別することができるようこれを整理し、かつ、これを補助事業の完了の

日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければなりません。 



15 次の各号のいずれかに該当するときは、この補助金の交付の決定の全部又は一部

を取り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、

その返還を命ずることがあります。補助金の額の確定があった後においても、また

同様とします。 

（１）この補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのにこの補助金

を使用しないとき。 

（２）虚偽の申請又は虚偽の実績報告によりこの補助金を過大に請求し、又は受領し

たとき。 

（３）補助事業に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者等に対して交

付する補助金その他の助成を含む。）を重複して受領したとき。 

（４）前各号に掲げる場合のほか、補助事業に関して、この補助金の交付の決定の内

容若しくはこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく知事の処分に違

反したとき、又は不正な行為をしたとき。 

16 補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の

翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合にお

けるその後の期間については、その納付金額を控除した額）につき年10.95パーセ

ントの割合で計算した違約延滞金を道に納付しなければなりません。 

17 補助金の返還を命ぜられ、当該補助金又は違約延滞金の全部又は一部を納付しな

い場合において、同種の事務又は事業について交付を申請した補助金等（その交付

が法令の規定により道の義務とされているものを除く。以下「同種の補助金等」と

いう。）があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、又は同種の補助

金等と未納付額とを相殺することがあります。 

18 第６項の遂行の状況に関する報告のほか、補助金の予算の執行の適正を期するた

め必要があると認めるときは、報告を求め、又は道の職員に帳簿及び書類その他の

物件を調査させ、若しくは質問させることがあるので、これに協力しなければなり

ません。 

 

（農政部生産振興局畜産振興課） 



別記第４号様式（第９条関係） 

 

畜産第    号  

令和 年 月 日  

 

（補助事業者）様 

 

北海道知事 印  

 

補助金の不交付の決定について（通知） 

令和 年 月 日付けで申請のあった道産飼料移出推進事業に係る補助金

の交付については、次の理由により交付しないことと決定したので通知します。 

記 

補助金を交付しない理由 

 

 

 

 

（農政部生産振興局畜産振興課） 

 



別記第５号様式（第14条、第16条関係）

１　事業実施主体名

２　事業完了予定 年 月 日

３　実施状況

年 月 日現在

事 業 遂 行 状 況 報 告 書

備考費目
実施計画

内容 事業費Ａ 内容 事業費Ｂ

実績 進捗率
Ｂ／Ａ

支出済額

円 円 ％ 円



別記第６号様式（第15条関係） 

 

畜産第    号達 

 

（補助事業者） 

 

令和 年 月 日付け畜産第   号指令の補助金に係る道産飼料移出推

進事業を当該補助金の交付の決定の内容及びこれに付けられた条件その他法

令の規定に従い、善良な管理者の注意をもって遂行することを命じます。 

 

令和 年 月 日 

 

北海道知事 印  

 

 

（農政部生産振興局畜産振興課） 



別記第７号様式（第18条関係） 

 

畜産第    号  

令和 年 月 日  

 

（補助事業者）様 

 

北海道知事 印  

 

補助金の額の確定について（通知） 

令和 年 月 日提出の補助事業等実績報告書を審査（及び実地検査）した

結果、事業に係る補助金の額を次のとおり確定したので、通知します。 

記 

補助金の確定額 金       円 

 

 

（農政部生産振興局畜産振興課） 



別記第８－１号様式（第20条関係） 

 

畜産第    号達 

 

（補助事業者） 

 

令和 年 月 日付け畜産第   号指令による道産飼料移出推進事業に

係る補助金の交付の決定を、次の理由により取り消します。 

 

令和 年 月 日 

 

北海道知事 印  

 

取消しの理由 

 

 

（農政部生産振興局畜産振興課） 

 



別記第８－２号様式（第20条関係） 

 

畜産第    号達 

 

（補助事業者） 

 

令和 年 月 日付け畜産第   号指令による道産飼料移出推進事業に

係る補助金の交付の決定を取り消し、既に交付した補助金 金      円

の返還を命じます。ただし、次の事項を承知してください。 

 

令和 年 月 日 

 

北海道知事 印  

 

１ 取消しの理由 

２ 返還すべき補助金は、別に北海道知事が発行する納入通知書により納付す

ること。 

３ 返還すべき補助金を納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日か

ら納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合にお

けるその後の期間については、その納付額を控除した額）につき年10.95パー

セントの割合で計算した違約延滞金を道に納付すること。 

 

 

（農政部生産振興局畜産振興課） 

 



別記第８－３号様式（第20条関係） 

 

畜産第    号達 

 

（補助事業者） 

 

令和 年 月 日付け畜産第   号指令による道産飼料移出推進事業に

係る補助金の一部を次のとおり取り消すとともに、補助金「金    円」を

「金    円」に変更します。ただし、次の事項を承知してください。 

 

令和 年 月 日 

 

北海道知事 印  

 

１ 取消しの内容 

２ 取消しの理由 

３ 変更後の補助金の交付の対象となる事業及び経費並びに補助金の額は、次

のとおりです。 

補助事業 

等  名 

変更前 変更後 

補助対象経費 補助金の額 補助対象経費 補助金の額 

 

 
    

 

 

（農政部生産振興局畜産振興課） 

 



別記第８－４号様式（第20条関係） 

 

畜産第    号達 

 

（補助事業者） 

 

令和 年 月 日付け畜産第   号指令による道産飼料移出推進事業に

係る補助金の一部を次のとおり取り消し、当該取消し部分に関し既に交付した

補助金 金     円の返還を命じるとともに、補助金「金     円」

を「金     円」に変更します。ただし、次の事項を承知してください。 

 

令和 年 月 日 

 

北海道知事 印  

 

１ 取消しの内容 

２ 取消しの理由 

３ 返還すべき補助金は、別に北海道知事が発行する納入通知書により納付す

ること。 

４ 返還すべき補助金を納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日か

ら納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合にお

けるその後の期間については、納付額を控除した額）につき年10.95パーセン

トの割合で計算した違約延滞金を道に納付すること。 

５ 変更後の補助金の交付の対象となる事業及び経費並びに補助金の額は、次

のとおりです。 

補助事業 

等  名 

変更前 変更後 

補助対象経費 補助金の額 補助対象経費 補助金の額 

 

 
    

 

 

（農政部生産振興局畜産振興課） 

 



別記第８－５号様式（第20条関係） 

 

畜産第    号達 

 

（補助事業者） 

 

令和 年 月 日付け畜産第   号指令による道産飼料移出推進事業に

係る補助金の一部を次のとおり取り消し、当該取消し部分に関し既に交付した

補助金 金    円の返還を命じます。 

 

令和 年 月 日 

 

北海道知事 印  

 

１ 取消しの内容 

２ 取消しの理由 

３ 返還すべき補助金は、別に北海道知事が発行する納入通知書により納付す

ること。 

４ 返還すべき補助金を納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日か

ら納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合にお

けるその後の期間については、納付額を控除した額）につき年10.95パーセン

トの割合で計算した違約延滞金を道に納付すること。 

 

 

（農政部生産振興局畜産振興課） 

 



別記第９号様式（第21条関係） 

 

年  月  日  

 

北海道知事 様 

 

住 所          

氏 名          

 

道産飼料移出推進事業交付決定前着手届 

道産飼料移出推進事業について、下記の条件を了承の上、交付決定前に着手

したいので届け出ます。 

 

記 

 

１ 交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業

に損失が生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。 

２ 交付決定を受けた補助金額が交付申請額または交付申請予定額に達しな

い場合においても、異議がないこと。 

３ 当該事業については、着手から交付決定を受ける期間内においては、計画

の変更を行わないこと。 

 

補助事業等名 総事業費（円） 着手年月日 完了年月日 

    

 

（交付決定前着手が必要な理由） 

 

 


